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2016 年 4 月 25 日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は急反落の後、戻りを試す動きとなった。熊本県を中心とした地震被害の拡大に加え、原油

相場の下落による円高などが嫌気され、日経平均は 500 円を超える下落で始まった。しかし、その後原油相場

が反発すると買い戻しの動きが強まり、約 2 か月半ぶりに 17500 円台を回復した。海外投資家の買い姿勢も高

まり、主力銘柄を中心に幅広い銘柄が物色された。米国市場は原油相場の上昇や企業業績不安の後退など

を背景に戻り歩調が続き、NY ダウは約 9 か月ぶりに 18000 ドルの大台を回復した。為替市場でドル円は原油

相場の上昇とともに円安が進み、約 2 週間ぶりに 1 ドル 110 円台に乗せた。一方、ユーロ円は欧州経済の底堅

さからユーロが強含みとなり、1 ユーロ 125 円目前まで戻す場面があった。 

今週の東京市場は、戻り一巡感から上値の重い展開となろう。主力企業の決算発表やゴールデンウィークを

控えて様子見ムードが広がる中、経済指標や日米金融政策をにらんで、神経質な展開となろう。個別業績動向

には敏感な反応が予想され、上値では戻り待ちの売りが待ち構えている半面、下値では押し目買いも見られ、

底堅い展開となろう。米国市場は FRB の追加利上げ時期を巡る思惑に加え、原油相場や経済指標をにらみな

がら、やや神経質な展開となろう。為替市場でドル円は米長期金利動向に左右され、109 円を挟んだレンジ相

場となろう。ユーロ円は欧州経済指標を織り込みつつ、1 ユーロ 124 円前後で揉み合いとなろう。 

今週、国内では 28 日（木）に 3 月の消費者物価、労働力調査、家計調査、鉱工業生産、住宅着工が発表さ

れるほか、27 日(水)、28 日に日銀金融政策決定会合が開かれ、展望レポートが公表される。一方、海外では

25 日(月)に 3 月の米新築住宅販売、26 日(火)に 3 月の米耐久財受注、28 日に 1-3 月期の米 GDP、29 日(金)

に 1-3 月期のユーロ圏 GDP、3 月の米個人所得、5 月 1 日(日)に 4 月の中国製造業 PMI が発表されるほか、

26 日、27 日に米 FOMC が開かれる。 

テクニカル面で日経平均は、3 月 14 日高値を抜き、昨年 12 月 1 日高値から 2 月 12 日安値までの下落幅の

半値戻し水準に相当する週足一目均衡表の基準線(17482 円：22 日現在)も上回った。また、日足一目均衡表で

は抵抗帯を上抜け、遅行スパンも日々線を上回って先高期待が強まっている。当面は 26 週移動平均線(17714

円：同)や 2 月 1 日高値(17865 円)などが戻りめどとなろう。一方、下値は日足一目均衡表の転換線(16633 円：

同)や基準線(16522 円：同)などが意識されよう。なお、抵抗帯は 27 日にねじれが示現し、変化日となる可能性

もあり、注意が必要か。 (大谷 正之) 
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆決算期が 6 月・12 月の主な高利回り銘柄群 

東証 1 部上場銘柄で決算期が 6 月の企業は 32 銘柄と少数であるが、12 月の企業は 3 月に次いで多く、186

銘柄存在している。キヤノンを筆頭に時価総額が大きく知名度が高い銘柄も多く、6 月中間期に中間配当を実

施する銘柄で、予想配当利回りが 2％以上の銘柄も散見され、中長期スタンスで注目したい。（野坂 晃一） 

投資のヒント 
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アミューズ(4301･東 1)  

16/3 期第 3 四半期(4－12 月)の営業利益は前年

同期比 88.0％増の 62.7 億円。メディアビジュアル事

業が減収減益となったほか、プレイスマネージメント

事業も増収減益となったものの、サザンオールスタ

ーズ関連が伸びたほか、福山雅治、Perfume、SEKAI 

NO OWARI などの大型コンサートや大泉洋、吉高由

里子などのCM、テレビ出演などが寄与、アーティスト

マネージメント事業の大幅増益が収益拡大の牽引役

になった。16/3 期通期の見通しは営業収入が前期

比 18.6％増の 465.0 億円、営業利益が同 42.7％増の

56.0 億円と据え置かれているが、営業利益はすでに

通期計画を上回っており、大型投資がなければ十分

達成可能とみられる。また、17/3 期は BABY 

METAL(ニューアルバムが米ビルボードの総合アル

バム部門で初登場 39 位)の活躍が期待される。なお、

同社は 4 月 1 日付で 1 株を 2 株に分割している。決

算発表は 5 月 13 日予定。（大谷 正之） 

 

出光興産（5019･東 1) 

16/3 期の業績予想を下方修正した（売上高は従

来計画比で▲1800 億円、営業利益で▲225 億円）

が、原油価格の下落による在庫評価損や固定資産

の減損などによる。ただ、在庫評価損を除いた実質

ベースの営業利益は、コスト削減効果などが寄与し、

前回計画より上振れている点が注目されよう。17/3

は、原油価格の回復、パラキシレン、スチレンモノマ

ーなどの石油化学製品のマージン改善などが期待

されることから、収益は大幅に回復しそうだ。なお、

来年 4 月までに昭和シェルと経営統合を目指してい

る。また、LG エレクトロニクス・ジャパンが 5 月中旬

に発売する有機ＥＬテレビに同社の有機ＥＬ材料が

採用された。同社は電子輸送材、青色発光材、赤・

緑発光材、正孔輸送材など早くから有機 EL 材料を

幅広く手掛けており、利益率も高いとみられる。有機

EL 市場の拡大とともに業績に貢献しそうだ。決算発

表日は 5 月 10 日予定。（増田 克実） 

今週の参考銘柄 
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村田製作所（6981･東 1)  

 16/3 期第 3 四半期(4－12 月)の営業利益は前年

同期比 46.1％増の 2354.1 億円と過去最高となった。

スマートフォン向けでは主力の MLCC の小型大容量

品が好調だったほか、高周波用チップコイル、近距

離無線通信モジュールや多層モジュールなどが伸

びた。また、中華圏でのマルチバンドに対応した LTE

端末の生産台数増加により、表面波フィルタが堅調

だった。車載向けでは MLCC のほか、安全装置向け

超音波センサが大きく伸びた。今後もスマートフォン

の高機能化に伴う部品搭載数の増加や、自動車の

電装化に伴う車載向け需要の伸びが見込まれる。

通期計画は据え置かれているが、営業利益の進捗

率は 86.5％に達しており、超過達成の可能性があろ

う。17/3 期は円高の影響が避けられないとみられる

が、高機能品の伸びや車載向けの増加に加え、シェ

ア拡大によって増収増益基調が続くことが期待され

よう。決算発表は 4 月 28 日予定。（大谷 正之） 

 

その他 
 
ヒト・コミュニケーションズ(3654)  
16/8 期第 2 四半期累計の売上高は前年同期比 12.1％増の 140.86 億円、営業利益は同 48.7％増の 15.15 億
円。NTT 東西の光回線卸売開始に伴う新規参入事業者向けの大型案件が好調に推移した他、訪日外国人向
けの外国人人材サービス、多言語コールセンター、免税カウンターの受託が増加。また、人手不足を背景に、
食品スーパーや大手 GMS などからの受注も増加した。利益面では、人件費や広告宣伝費などの増加があった
ものの、増収効果、効率的な運用と取引条件の改善を実施、大幅増益に繋がった。通期の売上高は前年比
8.3％増の 285 億円、営業利益は同 8.8％増の 25.65 億円を見込むが、上振れの可能性がありそうだ。訪日外国
人の急増を好機と捉え、免税カウンター（例えば先月オープンした東急プラザ銀座にも設置）、外国人対応添乗
員、バスガイド、多言語コールセンター、空港ビジネスなどを強化する。なお、語学力、コンプラなど独自の研修
プログラムで育成された外国人スタッフを来期末に 1000 人に増やす目標（前期 150 人）。 
 
サイバーエージェント（4751） 
通期計画に対する進捗率（第 2 四半期累計期間まで）は営業利益ベースで 87％、純利益ベースで 80％に達し
たが、通期計画は据え置いた。インターネットテレビ「AbemaTV」へ大規模な先行投資を実施するためだが、同
事業の今後の成長が期待される。 
 
五洋建設（1893） 
国内建築事業の採算改善などで 16/3 期は大幅な営業増益が見込まれるが、堅調な海洋土木工事需要などを
背景に 17/3 期も増益が期待されよう。 
 
東急不動産ＨＤ（3289） 
3 月末に銀座に複合商業施設「東急プラザ銀座」を開業した。海外の有名ブランドや韓国ロッテグループの免税
店がテナントとして入るなど訪日外国人需要を取り込む他、東急百貨店と東急ハンズも新業態の店舗を出店、
各種イベントなども随時開催する方針で、17/3 期の業績に貢献しよう。 

（増田 克実） 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

４月２５日（月） 

３月企業向けサービス価格（８：５０、日銀） 

２月景気動向指数改定値（１４：００、内閣府） 

３月民生用電子機器国内出荷（１４：００、ＪＥＩＴＡ） 

気象庁３カ月予報（１４：００） 

４月２６日（火） 

特になし 

４月２７日（水）  

日銀政策委・金融政策決定会合（２８日まで） 

２月全産業活動指数（１３：３０、経産省） 

４月２８日（木） 

日銀政策委・金融政策決定会合最終日、日銀展望リポート、総裁会見（１５：３０） 

３月全国、４月の東京都区部消費者物価（８：３０、総務省） 

３月有効求人倍率・労働力調査（８：３０、厚労・総務省） 

３月家計調査（８：３０、総務省） 

３月鉱工業生産・出荷・在庫（８：５０、経産省） 

３月、１５年度の自動車生産・輸出実績（１３：００、自工会） 

基調的なインフレ率を捕捉するための指標（１４：００、日銀） 

３月、１５年度の住宅着工・建設受注（１４：００、国交省） 

４月２９日（金） 

昭和の日 

Ｇ７情報通信相会合（３０日まで、高松市） 

５月１日（日） 

Ｇ７エネルギー相会合（２日まで、北九州市） 

 

＜国内決算＞ 

４月２５日（月） 

14:00～  ＯＢＣ<4733> 

<1Q>コクヨ<7984> 

15:00～  コア<2359>、さくらイン<3778>、ＪＳＲ<4185>、オービック<4684>、日本電産<6594>、 

メルコ<6676>、信越ポリマ<7970>、ＫＡＢＵ．ＣＯＭ<8703>、センチュリー２１<8898> 

<1Q>アンジェス<4563>、キヤノン電<7739>、キヤノンＭＪ<8060> 

16:00～  日立化成<4217>、日立国際<6756>、エクセディ<7278> 

時間未定 <2Q>アパマンＨＤ<8889>  

４月２６日（火） 

15:00～  信越化<4063>、ＪＦＥ<5411>、日車両<7102>、東北電<9506> 

<1Q>不二家<2211>、シマノ<7309>、キヤノン<7751> 

16:00～  ソフトバンテク<4726>、小糸製<7276>、東エレク<8035>、コメリ<8218> 

時間未定 ＳＭＫ<6798> 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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４月２７日（水）  

11:00～  積化成<4228>、川重<7012>、ダイハツ<7262> 

12:00～  山陽特鋼<5481> 

13:00～  キッコーマン<2801>、積水化<4204>、ダイハツディ<6023> 

<1Q>協和キリン<4151> 

14:00～  イビデン<4062>、一工薬<4461> 

15:00～  パナホーム<1924>、カワチ薬品<2664>、ＯＤＫ<3839>、富士フイルム<4901>、ファンケル<4921>、

日立金<5486>、沖電線<5815>、コマツ<6301>、日立建機<6305>、富士電機<6504>、マキタ<6586>、

オムロン<6645>、アンリツ<6754>、アルプス<6770>、航空電子<6807>、アルパイン<6816>、 

アドバンテス<6857>、スタンレー<6923>、ファナック<6954>、京セラ<6971>、日野自<7205>、 

マツダ<7261>、カッパ・クリエ<7421>、野村<8604>、ＪＲ東日本<9020>、ＪＲ西日本<9021>、 

ＪＲ東海<9022>、沖縄セルラー<9436>、中国電<9504>、北陸電<9505>、北海電<9509> 

<1Q>山パン<2212>、花王<4452> 

<2Q>コロプラ<3668> 

16:00～  ＯＬＣ<4661>、キーエンス<6861>、三菱自<7211>、任天堂<7974>、大阪ガス<9532> 

時間未定 ブルボン<2208> 

４月２８日（木） 

11:00～  大東建託<1878>、ＮＳＳＯＬ<2327>、三洋化成<4471>、大同特鋼<5471>、豊田織<6201>、 

デンソー<6902>、トッパンフォー<7862>、商船三井<9104>、川崎船<9107>、東邦ガス<9533> 

<1Q>ヒューリック<3003>、三陽商<8011> 

12:00～  ゼオン<4205>、ＪＰＸ<8697>、郵船<9101> 

<1Q>マブチ<6592> 

13:00～  エステー<4951>、ガイシ<5333>、日新製鋼<5413>、ジェイテクト<6473>、三菱電<6503>、 

アイシン<7259>、豊田通商<8015>、小田急<9007>、京阪ＨＤ<9045>、三菱倉<9301>、四国電<9507> 

14:00～  トヨタ紡織<3116>、コーエーテクモ<3635>、神戸鋼<5406>、愛知鋼<5482>、牧野フライス<6135>、

新明和<7224>、豊田合<7282>、兼松エレク<8096>、東武<9001>、相鉄ＨＤ<9003>、 

京王<9008>、京成<9009>、サカイ引越<9039>、飯野海<9119>、東京ガス<9531> 

<1Q>菱鉛筆<7976> 

15:00～  関電工<1942>、きんでん<1944>、トーエネック<1946>、日本Ｍ＆Ａ<2127>、野村不ＨＤ<3231>、 

ユニゾＨＤ<3258>、セーレン<3569>、ニフティ<3828>、ステラケミファ<4109>、みらかＨＤ<4544>、 

ヤフー<4689>、コーセー<4922>、ＴＯＴＯ<5332>、新日鉄住<5401>、日カン<5905>、ＭＫ精工<5906>、

オークマ<6103>、東芝機<6104>、栗田工<6370>、タダノ<6395>、ＪＶＣＫＷ<6632>、ＮＥＣ<6701>、 

富士通<6702>、エプソン<6724>、ソニー<6758>、ＴＤＫ<6762>、日立マクセル<6810>、 

新光電工<6967>、村田製<6981>、三井造<7003>、ショーワ<7274>、コロワイド<7616>、リコー<7752>、

大和証Ｇ<8601>、ヤマトＨＤ<9064>、ＪＡＬ<9201>、ＡＮＡ<9202>、ＮＴＴドコモ<9437>、関西電<9503>、

九州電<9508>、沖縄電<9511>、ＳＣＳＫ<9719> 

<1Q>アサヒ<2502>、キリンＨＤ<2503>、ＭｏｎｏｔａＲＯ<3064>、ガンホー<3765>、 

大塚商会<4768>、ＩＳＩＤ<4812>、東亜石<5008>、日電硝<5214>、カーボン<5302>、 

タムロン<7740>、千趣会<8165>、ニッセンＨＤ<8248>、東競馬<9672>、白洋舎<9731> 

<2Q>ＧＭＯＰＧ<3769>、 

<3Q>グリー<3632> 

16:00～  ミライトＨＤ<1417>、大阪チタ<5726>、パナソニック<6752>、日東電工<6988>、ヤマハ<7951>、

中部電<9502>、日本ＫＦＣ<9873> 

<1Q>ナブテスコ<6268> 

17:00～  東電力ＨＤ<9501>、Ｊパワー<9513> 

時間未定 スタートトゥ<3092>、合同鉄<5410>、菱製鋼<5632> 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

４月２５日（月） 

独  ４月ＩＦＯ景況感指数 

米  ３月新築住宅販売 

北京モーターショー開幕（２６日まで報道向け、一般公開は２９日～５月４日） 

休場  豪州、ＮＺ（アンザックデー） 

４月２６日（火） 

ＦＯＭＣ（２７日まで） 

米  ３月耐久財受注 

米  ２月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格 

米  ４月消費者景気信頼感 

４月２７日（水）  

米  ３月 財（モノ）の貿易収支 

休場  南ア（自由の日） 

４月２８日（木） 

欧  ４月ユーロ圏景況感指数 

米  １～３月期ＧＤＰ 

４月２９日（金） 

欧  ３月ユーロ圏失業率 

欧  ４月ユーロ圏消費者物価 

欧  １～３月期ユーロ圏ＧＤＰ暫定値 

米  ３月個人所得・消費 

米  １～３月期雇用コスト指数 

米  ４月シカゴ景況指数 

米  ４月ミシガン大消費者景況感指数 

休場  ギリシャ（聖金曜日） 

５月１日（日） 

中  ４月製造業ＰＭＩ 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

４月２５日（月） 

ハリバートン 

４月２６日（火） 

アップル、３Ｍ、コーニング、Ｐ＆Ｇ、ＡＴ＆Ｔ、イーベイ、アフラック、デュポン、ツイッター、ＵＳスチール、 

ロッキード・マーチン、アカマイ 

４月２７日（水）  

ボーイング、テキサス・インスツルメンツ、ペイパル、フェイスブック、ユナイテッド・テクノロジーズ 

４月２８日（木） 

マスターカード、ダウ・ケミカル、フォード、ギリアド、アマゾン、ＵＰＳ、セルジーン 

４月２９日（金） 

シェブロン、エクソン

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 



 

 

 
- 9 - 

投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネ

ット取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100 万円以下の場合は１取引につ

き 540 円（税込）、1 取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1 取引につき 1,080 円（税込）の委託手数料を

ご負担いただきます。「1 日定額コース」においては、1 日の約定代金 300 万円ごとに 1,620 円（税込）の

委託手数料をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30 回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600 円（税込）の追

加手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1 取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2 複数市場へのご注文は市場ごとに 1回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用

を加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担い

ただきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価

のみをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じ

て当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引

においては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上か

つ 30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うこ

とができることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国

株式の場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の

損失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等

書面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料

のご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもの

ではありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに

当社の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変

更することがあります。 

2016 年 4 月 22 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 
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